
グリーンイノベーション基金事業費助成金交付規程 新旧対照表   

                     新                      旧 

グリーンイノベーション基金事業費助成金交付規程 

  2021年５月 24日 

  2021年度規程第８号 

一部改正 2024年 12月 16日 2024年度規程第 43号 

 

第１条～第８条 （略） 

（交付に当たっての条件） 

第９条 機構は、助成金の交付を決定する場合において、次に掲げる事項に

つき条件を付するものとする。 

一～二十二（略） 

二十三 助成事業者は、基本方針に基づき、2030年目標等に係る助成事

業の完了に伴い実施する機構による社会実装計画の審査（以下「機構に

よる社会実装計画の審査」という。）、インセンティブに係る助成事業を

開始した翌会計年度以降、毎年度実施する機構によるフォローアップ評

価（以下「機構によるフォローアップ評価」という。）により評価され

ることを受け入れること。 

二十四～三十六（略） 

２（略） 

グリーンイノベーション基金事業費助成金交付規程 

  2021年５月 24日 

  2021年度規程第８号 

 

 

第１条～第８条 （略） 

（交付に当たっての条件） 

第９条 機構は、助成金の交付を決定する場合において、次に掲げる事項に

つき条件を付するものとする。 

一～二十二（略） 

二十三 助成事業者は、基本方針に基づき、2030年目標等に係る助成事業

の完了までに実施する機構による社会実装計画の審査（以下「機構によ

る社会実装計画の審査」という。）、インセンティブに係る助成事業を開

始した翌会計年度以降、毎年度実施する機構によるフォローアップ評価

（以下「機構によるフォローアップ評価」という。）により評価されるこ

とを受け入れること。 

二十四～三十六（略） 

２（略） 



第 10条～第 30条 （略） 

（インセンティブに係る助成事業） 

第 31条 助成事業者は、機構による社会実装計画の審査及び機構によるフ

ォローアップ評価の実施のために、機構が別に定める社会実装計画を機構

の指定する期間内に機構に提出しなければならない。 

２～３（略） 

４ 前項に規定する目標達成インセンティブ額は、助成対象費用の総額（た

だし、基本方針に基づく予見性のない環境変化への対策として機構が指示

する額については、助成対象費用の総額から控除する。）に目標達成イン

センティブ率（研究開発・社会実装計画に記載された、目標の達成に係る

インセンティブ率をいう。以下同じ）及び目標達成度係数（目標の達成度

に応じた係数をいう。以下同じ）を順次乗じて得た額とする。 

５ 第３項に規定する前倒しインセンティブ額は、助成対象費用の総額（た

だし、基本方針に基づく予見性のない環境変化への対策として機構が指示

する額については、助成対象費用の総額から控除する。）に前倒しインセ

ンティブ率（研究開発・社会実装計画に記載された、前倒しに係るインセ

ンティブ率をいう。以下同じ）及び目標達成度・前倒し達成困難度係数

（目標の達成度や前倒し達成の困難度等に応じた係数をいう。以下同じ。）

を順次乗じて得た額とする。ただし、前倒しインセンティブ額の上限は、

助成事業開始時に計画した 2030年目標等に係る助成事業期間全体の助成

金の額から第 13条の確定額を減じて得た額とする。 

第 10条～第 30条 （略） 

（インセンティブに係る助成事業） 

第 31条 助成事業者は、機構による社会実装計画の審査及び機構によるフォ

ローアップ評価の実施のために、機構が別に定める社会実装計画を機構の

指定する期間内に機構に提出しなければならない。 

２～３（略） 

４ 前項に規定する目標達成インセンティブ額は、助成対象費用の総額に目

標達成インセンティブ率（研究開発・社会実装計画に記載された、目標の

達成に係るインセンティブ率をいう。以下同じ）及び目標達成度係数（目

標の達成度に応じた係数をいう。以下同じ）を順次乗じて得た額とする。 

 

 

５ 第３項に規定する前倒しインセンティブ額は、助成対象費用の総額に前

倒しインセンティブ率（研究開発・社会実装計画に記載された、前倒しに

係るインセンティブ率をいう。以下同じ）及び目標達成度・前倒し達成困

難度係数（目標の達成度や前倒し達成の困難度等に応じた係数をいう。以

下同じ。）を順次乗じて得た額とする。ただし、前倒しインセンティブ額の

上限は、助成事業開始時に計画した 2030年目標等に係る助成事業期間全体

の助成金の額から第 13条の確定額を減じて得た額とする。 

 

 



６（略） 

７ インセンティブに係る助成事業について、助成事業期間は３年間、助成

事業の総費用は 2030年目標等に係る助成事業の助成対象費用の総額（た

だし、基本方針に基づく予見性のない環境変化への対策として機構が指示

する額については、助成対象費用の総額から控除する。）とし、補助率は

目標達成インセンティブ率に目標達成度係数を乗じた割合に、前倒しイン

センティブ率に目標達成度・前倒し達成困難度係数を乗じて得た割合を加

えて得た割合とする。なお、研究開発・社会実装計画において前倒しイン

センティブ措置を講じることの記載がない場合には、補助率は目標達成イ

ンセンティブ率に目標達成度係数を乗じて得た割合とする。 

８～10（略） 

第 32条～第 33条 （略） 

 

附 則（2024年 12月 16日 2024年度規程第 43号） 

この規程は、2024年 12月 16日から実施する。 

別記１～別記２（略） 

様式第１（略） 

６（略） 

７ インセンティブに係る助成事業について、助成事業期間は３年間、助成

事業の総費用は 2030年目標等に係る助成事業の助成対象費用の総額とし、

補助率は目標達成インセンティブ率に目標達成度係数を乗じた割合に、前

倒しインセンティブ率に目標達成度・前倒し達成困難度係数を乗じて得た

割合を加えて得た割合とする。なお、研究開発・社会実装計画において前

倒しインセンティブ措置を講じることの記載が無い場合には、補助率は目

標達成インセンティブ率に目標達成度係数を乗じて得た割合とする。 

 

 

８～10（略） 

第 32条～第 33条 （略） 

 

 

 

別記１～別記２（略） 

様式第１（略） 



  



  



  



  



  



  



 

様式第３～第 21（略） 

 

様式第３～第 21（略） 

 


